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２
０
１
９
年
11
月
12
日
、
秋
田
地
方
本
部
は
申
７
号
「
労
働
組
合
の
「
差
別
」
を
是
正
し
、「
公
正
・
公
平
な
職
場
風
土
」
を
実
現
す
る
た
め
の
申
し

入
れ
」
を
行
い
ま
し
た
。
申
し
入
れ
の
主
旨
は
次
の
通
り
で
す
。

２
、不
当
労
働
行
為
を
受
け
た
本
人
と
そ
れ
を
支
え
る
分
会
が
職
場
で
た
た
か
い
、

�

団
体
交
渉
で
、不
当
労
働
行
為
を
や
め
さ
せ
た
秋
田
地
方
本
部
の
た
た
か
い

大宮地本の団体交渉で確認した
「管理者の皆さんへ」の内容

　
以
降
、
全
支
社
で
配
布
さ
れ
る
「
管
理
者
の
皆
さ
ん
へ
」

は
、
会
社
と
し
て
も
不
当
労
働
行
為
を
認
め
な
い
と
い
う
考

え
を
引
き
出
し
、
そ
の
よ
う
な
行
為
が
あ
れ
ば
処
分
も
出
す

こ
と
を
社
内
に
示
し
た
も
の
で
あ
る
と
い
え
ま
す
。
中
央
本

部
は
、
全
12
地
本
で
議
論
し
可
決
し
た
方
針
に
基
づ
く
、
こ

の
大
宮
地
方
本
部
の
た
た
か
い
は
不
当
労
働
行
為
撲
滅
へ
向

け
た
大
き
な
前
進
で
あ
る
と
確
信
し
ま
し
た
。

　11月１日、秋田運輸区で東労組組合員に対し、脱退勧奨による支配介入と捉えかねない事柄が発生しました。

　事前通知がされた際、「脱退届」「賃金控除停止依頼書」「社友会の入会届」が手渡され、組合員は「今辞め

なくては駄目なのか？もう少し続けていたい」と言ったにもかかわらず、あろうことか「今書いてもいい」と

いうことまで言われています。ミーティングルームには、区長だけではなく副区長・人材育成担当助役がは

じめから同席していたことから見ても、発令以外に目的があったと思われても仕方ありません。更に渡された

「脱退届」には「2018年３月　日」と日付を書くのみになっている状態であり、2018年３月以降に作成された

ものと疑われるものでした。ＪＲ東労組としてこれまで郵送された全ての「脱退届」を調べると10通もの全く

同じ書体や形式のものが存在したことから同様の行為が繰り返されていると疑わざるを得ません。明らかな支

配介入であり一般的に見ても「不当労働行為」ととられかねない事象です。

　また、同時に配布された「賃金控除停止依頼書」の記入例には「東日本旅客鉄道労働組合」と始めから記載

されていました。ＪＲ東日本株式会社には「賃金控除に関する協定」を締結している労働組合が多く存在する

にもかかわらず、「東日本旅客鉄道」と記載例を書く行為は明らかにＪＲ東労組からの脱退を勧奨している行

為であると言えます。このような行為は「労働組合に入っていては駄目」だという意思の表れであり、労働組

合に対する差別と労働組合に所属している組合員の委縮を目的に行われていると捉えられてもおかしくあり

ません。「不当労働行為」という認識や自覚が無くても一般的には「不当労働行為」と見られる行為です。ま

た、行為を行った副区長以外の区長がその行為を注意せず放置し是正するような措置をとらなかったことは

「不当労働行為」を容認したことになります。

　東労組に所属している組合員はこれまでも「安全・健康・働きがい」を掲げ会社施策を真剣に議論し、様々

な問題を解決するために取り組んできました。「変革２０２７」を実現するため、労使で議論し努力をしてい

かなくてはいけないにも関わらず、このような行為は労働組合を差別し、組合員の働きがいの低下にも繋がり

かねません。直ちに「不当労働行為」は行わないように是正するべきです。

　これまで会社は「社友会」については「社員有志の集まり」ということが語られ、会社としての関与は否定

していました。しかし、「脱退届」と同時に「加入届」が配布されたことは加入に関して会社が介入し、加入

を推し進めているということが明らかになりました。

　ＪＲ東日本は、働く社員の労働組合の所属や社友会の所属の有無によって差別するべきではありません。全

社員一丸となって「変革２０２７」を実現させるべく真剣に取り組んでいる一方で、会社が足踏みをさせるよ

うな行為は直ちにやめるべきです。そして、差別を無くし社員一人ひとりの能力を発揮できる職場風土の構築

を目指すことが重要であると考えます。

　よって下記の通り申し入れをしますので、真摯な回答を要請します。

記

１．労働組合への差別を根絶するため、事象について早急に調査を行い明らかにすること。また、脱退勧奨の

禁止に向け周知徹底すること。

２．「不当労働行為」の関与を疑われないために労働組合の脱退に関する相談は受けないこと。

会社回答－

１項　従来より組合加入の有無、所属組合で差別したことはなく、労働組合の運動方針や活動に介入するも

のではない。なお、不適切な言動があったことについては、会社として適当ではないと判断し、厳し

く注意指導を行ったところである。今後も管理者に対し指導を徹底していく考えである。

２項　これまでも、社員と様々な形でコミュニケーションを行い、本人の状況等を把握するよう努めてお

り、必要な対応は行っていく。なお、会社としても、不当労働行為を容認しておらず、今後も管理者

に対し指導を徹底していく考えである。

　
Ｊ
Ｒ
東
海
に
お
い
て
Ｊ
Ｒ
東
海
労
の
組
合
員
に
対
し
、
他
労
組
の
助
役
が

居
酒
屋
の
つ
ぼ
八
で
脱
退
慫
慂
と
分
会
活
動
へ
の
支
配
・
介
入
を
行
っ
た

「
つ
ぼ
八
事
件
」
と
い
う
事
件
を
参
考
に
す
る
と
、
こ
の
裁
判
は
不
当
労
働

行
為
を
受
け
た
当
事
者
が
起
ち
勝
利
し
ま
し
た
が
、
命
令
の
確
定
ま
で
16
年

の
年
月
が
流
れ
ま
し
た
。
し
か
し
、
勝
利
し
た
内
容
は
本
社
に
「
謝
罪
文
」

を
出
さ
せ
る
と
い
う
も
の
で
す
。

　
Ｊ
Ｒ
東
海
労
の
仲
間
は
、「
第
三
者
機
関
に
申
し
立
て
て
も
不
当
労
働
行

為
は
16
年
間
止
ま
ら
な
か
っ
た
。
で
も
、
不
当
労
働
行
為
を
さ
れ
た
本
人
と

仲
間
が
そ
の
場
で
会
社
と
闘
え
ば
、
そ
の
組
合
員
に
対
す
る
不
当
労
働
行
為

は
止
ま
る
。
し
か
し
、
そ
の
場
合
、
第
三
者
機
関
に
依
存
し
て
は
だ
め
だ
。

重
要
な
の
は
不
当
労
働
行
為
を
跳
ね
返
す
闘
い
を
ど
れ
だ
け
職
場
の
中
で
つ

く
り
、
不
当
労
働
行
為
に
負
け
ず
組
織
を
ど
れ
だ
け
強
化
で
き
る
か
が
勝
負

だ
。
第
三
者
機
関
で
勝
利
は
し
た
が
、
会
社
は
一
度
も
不
当
労
働
行
為
の
事

実
を
認
め
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。」
と
語
っ
て
く
れ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
Ｊ
Ｒ
東
海
労
の
仲
間
の
教
訓
は
非
常
に
重
要
な
も
の
で
す
。
第
三
者

機
関
に
依
存
し
、
職
場
の
た
た
か
い
を
放
棄
し
て
し
ま
え
ば
組
織
は
残
り
ま

せ
ん
。
組
合
員
一
人
ひ
と
り
が
Ｊ
Ｒ
東
労
組
の
必
要
性
を
理
解
し
不
当
労
働

行
為
を
行
わ
れ
て
も
「
私
は
東
労
組
を
や
め
な
い
」
と
言
え
る
か
ど
う
か
が

勝
負
で
す
。
だ
か
ら
こ
そ
「
職
場
の
た
た
か
い
を
基
礎
に
」
と
い
う
方
針
が

採
択
さ
れ
ま
し
た
。

　
秋
田
地
方
本
部
の
た
た
か
い

は
、
不
当
労
働
行
為
を
受
け
た
本

人
が
「
後
輩
に
は
会
社
か
ら
の
脱

退
慫
慂
は
受
け
て
欲
し
く
な
い
。

少
し
で
も
歯
止
め
が
か
か
る
な
ら

団
体
交
渉
を
し
て
も
い
い
」
と
仲

間
と
共
に
起
ち
上
が
っ
た
か
ら
こ

そ
、
不
当
労
働
行
為
撲
滅
へ
向
け

た
労
使
の
認
識
を
合
わ
せ
る
こ
と

が
で
き
ま
し
た
。

　
こ
の
よ
う
に
新
生
Ｊ
Ｒ
東
労
組

は
、
全
12
地
本
で
決
議
し
た
方
針

で
あ
る
「
職
場
の
た
た
か
い
を
基

礎
に
、
団
体
交
渉
を
精
力
的
に
行

う
」
こ
と
を
職
場
で
実
践
し
、
不

当
労
働
行
為
を
止
め
て
き
ま
し

た
。

（組合）回答に「不適切な言動があった

ことについては、会社として適当ではな

いと判断し厳しく注意指導を行った」と

あるが、この事象について調査をしてど

うだったのか教えて頂きたい。

（会社）申し入れに書かれている内容の

事実確認のことだと思うが確認した結

果、当該社員が組合を脱退したいという

意思に基づいての言動であるが極めて不

適切な言動があったことは事実であり遺

憾だと認識している。会社として不当労

働行為を容認していないし不適切な対応

があったことは会社として適当ではない

と判断し然るべき対応を取ったことから

も明らかであり引き続き管理者への指導

を徹底していく。

（組合）昨年の申１号でも議論している

がその際に「管理者は不当労働行為をや

ってはいけないと把握しているので現場

でそのような実態はない。また指導も行

わない」と言われた。なぜこのようなこ

とが起こったのか？

（会社）不当労働行為については昨年10

月に「管理者の皆さんへ」を支社内の全

管理者に周知を行ってきた。実際には今

回のような不適切な事柄が起こった。

（組合）「管理者のみなさんへ」で周知

したと言われたが、今後は発生しないと

なるのか？

（会社）今回の事象について申し入れを

受けて事実確認を行ってきたが申し入れ

後に現場長会議を開催しもう一度「管理

者の皆さんへ」について管理者に再徹底

するように話した。

職
場
か
ら
の
た
た
か
い
で
止
め
て
き
た
！

職
場
か
ら
の
た
た
か
い
で
止
め
て
き
た
！  

��

こ
の
秋
田
の
た
た
か
い
の
教
訓
を
学
ぼ
う
！

こ
の
秋
田
の
た
た
か
い
の
教
訓
を
学
ぼ
う
！

団体交渉の内容た
た
か
い
の
ポ
イ
ン
ト
❶

・大宮地本から、「脱退強要」、「組合

差別」等を指摘した申し入れが提出

されるという事態が生じた。このよ

うな事態は、会社がこれまで不当労

働行為を行わないように厳しく注意

・指導をしてきた経緯を踏まえれ

ば、誠に遺憾

・全社において、このような指摘がさ

れないよう、十分に配慮されること

を強く要請する

・職場において、不当労働行為と評価

されるような事実が確認された場合

には、コンプライアンス上の観点か

ら、会社の責任が問われ、会社とし

て関係者の責任を問わざるを得ない

・平成30年10月19日　人事部長名


